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１．はじめに 

 鋼材の腐食膨張は，低レベル放射性廃棄物処分施設の長期状態設定において，構造物のひび割れを引き起

こし，施設を変形させる要因として評価している．しかし，評価パラメータは，埋設環境下での試験データ

が無いことから類似条件の文献を参考に設定しているのが現状である．また，腐食膨張とひび割れ発生の関

係などについても明らかになっていない．そこで，コンクリート中の鋼材腐食に関するパラメータの検証お

よび腐食膨張によるひび割れの発生状況と進展について検討することを目的とした，一連の実験を実施して

いる[1] [2]．既往の研究では短期電食試験（15 日間）により，腐食重量減 6mg/cm2 でひび割れが発生した結

果[1]を示したが，本報告は，腐食重量減が短期電食試験と同等になるようにして行った長期電食試験（530

日間）についての結果をもとに腐食膨張率について考察するものである． 

２．試験概要 

 著者らの既報の研究[1]では，短期（15 日間）の電食試験を行い，腐食速

度や腐食生成物の体積膨張率などについての検討を行ってきたが，コンク

リートのクリープや腐食生成物の溶出などによる時間影響を考慮していな

い．そこで，本試験では 1 年以上電食させたコンクリート供試体中の鋼材

を取り出し， JCI-SC1｢コンクリート中の鋼材の腐食評価方法｣により，腐

食生成物除去後の鋼材質量を計測し，電食前の鋼材質量との差から，腐食

による質量減少量を算出した．その質量減少量を電食前の鋼材表面積で除

して，単位表面積当たりの腐食による質量減少量（以降，腐食重量減と呼

ぶ）を算定した．使用したコンクリートは既報[2]と同じく低熱ポルトラン

ドセメントにフライアッシュ，膨張材を併用した配合である．供試体寸法

と試験概要を図-1に示す．腐食速度は，所要の電食期間で

電食試験を腐食重量減が 10mg/cm2（ひび割れが発生する

体積膨張相当）となるように，電食期間短期（15 日間）で

310μm/y 程度と設定したのと同様に長期電食試験（530

日間）で 9μm/y 程度と算定した． 

３．試験結果 

既報[1]の短期（15 日間）の電食試験では

鋼材の全面が均一に腐食していたが，今回

検討の長期期間（530 日間）の電食試験で

は，部分的な腐食の進行が多いことが観察

され，腐食生成物の体積膨張率の変化との

関係を示唆するものと考えられる．腐食重

量減を表-1に示す．既報[1]の短期電食試験では，腐食重量減が 10mg/cm2程度でひび割れが発生すると予測

していたが， 6mg/cm2程度でひび割れが発生する結果となった．一方，今回の長期電食試験では，10mg/cm2

程度の腐食重量減まで腐食が進んでもひび割れが発生しなかった．この腐食速度の相違が，ひび割れ発生に

必要となる腐食重量減を変化させた要因と考えられる．次に，既報[2]のとおり体積膨張率を算定した結果を

図-1供試体寸法及び試験概要

表-1 腐食重量減 

供試体名 a b c d 

かぶり(cm) 5 10 12.5

直径φ(mm) 33 41 33 

腐食重量減(mg/cm2) 7.1 10.8 9.7 10.7

表-2 腐食生成物の膨張率の算定結果 

供試体名 a b c d 

鋼材直径 (mm) 33 41 33 33

鋼材の腐食重量減 ௥ܹ (mg/cm2) 7.1 10.8 9.7 10.7

鋼材の直径増分 2 ௥ܷ(mm) 0.015 0.028 0.035 0.049

腐食生成物の体積膨張率 2.4 2.0 1.8 (－)ߙ 2.8
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Wr：鋼材の腐食重量減(mg/cm2)，ߩ௦：鉄の密度(7.9×103mg/cm3)
Ur：半径の膨張増分量(mm)，α：腐食生成物の体積膨張率  

表-2に示す．腐食生成物の体積膨張率ߙは図-2の実験から得られた腐食重量減 ௥ܹと解析から得られた半径の

膨張増分量 ௥ܷの関数となり，次式で算定される．  

        

半径の膨張増分 ௥ܷは解析的に算出することが可能で，今回はクリープの影響をコンクリート標準示方書設

計編に示されるクリープ係数算定式を用いて評価した．この解析の妥当性は油圧試験との整合性などから既

報[1]で示している．腐食重量減は，腐

食速度を遅くすると（ひび割れを発生

させるまでの時間経過を長くすると），

大きくなることが実験的に確認された

（図-3参照）．逆に，ひび割れ発生時

の直径増分は，ひび割れが発生するま

での時間経過が長くなると，大きくな

ることを意味しクリープの影響である

ことが分かる．ここで，供試体 a につ

いて，ひび割れ発生時の鋼材直径の算

定を，解析条件を今回の条件に統一（ク

リープ考慮など）して，ひび割れ発生期間を超長期

の 6000 年程度とした場合までのパラメータ解析を

実施した結果を図-4に示す．530 日で腐食重量減が

10mg/cm2程度では、ひび割れが発生しないことが

分かっているため，ひび割れ発生時の鋼材直径 D を

算出し，腐食重量減を 10mg/cm2と設定すると、腐

食生成物の体積膨張率は表-3のとおり2程度と試算

できる。 

４．まとめ 

腐食速度を遅くした今回の長期電食試験では，短期電食試験で

はひび割れが発生していた 10mg/cm2程度まで腐食が進行しても，

ひび割れは発生しなかった．すなわち，腐食速度が遅くなると，

ひび割れ発生までに必要となる腐食量が増加することが確認でき

た．対象施設のひび割れ発生を精度良く評価するためには，腐食

速度が遅いことによるクリープの影響を考慮す

る必要がある．また，対象施設における腐食生

成物の体積膨張率は現状 3 と設定しているが，

保守的な設定であると考えられる．今後，さら

に長期の電食試験によって，実際にひび割れが

発生した時点の腐食重量減を計測できれば，こ

れらの算定結果の検証が可能となる．腐食速度

が遅くなると腐食生成物がコンクリート細孔中に浸入するメカニズムの検討は，今後の課題である． 
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 供試体 a かぶり 5cm φ33 

算定期間(年) 100 1,000 10,000 100,000

ひび割れ発生時の 

直径増分 2 ௥ܷ(mm) 
0.0196 0.0219 0.0242 0.0265

体積膨張率ߙの最大値 1.77 1.86 1.95 2.04 

ߙ ≒ 1 ൅
௦ߩ ௥ܷ

௥ܹ ൈ 10
 

図-2 腐食生成物の体積膨張率の算定パラメータ

図-3 積算電流密度と腐食重量減

y = 0.0275x
R = 0.71

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

100 150 200 250 300 350 400 450

腐
食

重
量

減
（

m
g/

cm
2 ）

積算電流密度（mA･hr/cm2）

かぶり5cmφ33mm

かぶり7.5cmφ33mm

かぶり10cmφ41mm

かぶり10cmφ33mm

かぶり12.5cmφ33mm

：長期電食試験結果

：短期電食試験結果

96 240 384 528 長期電食試験期間（日）

短期電食試験期間（日） ※試験期間はφ33mm鋼で概算6 13

y = 0.0023log(x) + 33.015
R = 0.9924
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図-4 ひび割れ発生時期と鋼材直径

表-3 腐食重量減を 10 とした場合の体積膨張率の試算
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